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府中市では、昭和40年代の高度経済成長期とその後の約10年間に、人口の増加と市民からの要望に対応

して、学校などの教育施設、市営住宅、公民館や図書館などの公共施設及び道路、橋などのインフラ資産とい

った多くの公共施設等を整備してきました。 

しかし、現状では少子高齢化に伴い人口が減少し、労働人口の減少、高齢化が進み、社会の構造や市民の要

望が大きく変わってきています。また、これまでに整備してきた公共施設やインフラが一斉に改修・更新時

期を迎えており、多額の更新費用が必要になると見込まれています。 

一方、財政面では、長期的な人口減少等による市税収の伸び悩み、少子高齢化社会の進行に伴う扶助費等

経費の増大などによる財政状態の悪化が見込まれています。このため、固定費ともいえる公共施設の維持更

新費をいかにして適正な水準に抑えていくかが、喫緊の課題です。 

以上のような府中市を取り巻く多くの課題に対し、生活中心街と集落市街地がつながるネットワーク型の

コンパクトシティを目指しており、まちづくりの将来計画を形作る一つの方策として、公共施設等総合管理

計画（以下「総合管理計画」という）の策定を平成27（2015）年度に行いました。また、具体的な対策内容

を示した個別支援計画などの各種長寿命化計画の内容を反映するため、令和4（2022）年度に本計画を改訂

しました。 

 

ᾚЊ 

公共施設やインフラはそれぞれの公共施設等ごとの管理ではなく、公共施設等全体を捉えて戦略的に管理

していくものです。このため、公共施設等に対する合理的な総合管理手法である、ファシリティマネジメン

ト（ＦＭ）の手法を導入することが重要です。ＦＭ とは、組織が保有又は使用する全施設資産及びそれらの

利用環境を経営戦略的視点から総合的かつ統括的に企画、管理、活用する経営活動であり、以下の点を推進

すべき項目として設定します。 

①全庁横断的な推進体制の確立 

②総合的な計画立案と着実な進行管理  

③最適状態を維持する不断の検証 

ＦＭでは公共施設等全体に対し、「品質」、「数量」、「コスト」についての適正性とそれを支える「組織・体

制」、「情報管理」について考えることとします。ＦＭの活用により、公共施設等を利用する市民や運営する

市、公共施設等の関係者の満足度がそれぞれ向上し、社会や地球環境向上にも寄与することとなります。 

総合管理計画策定に当たり、ＦＭの考え方を導入して、新しいまちづくりを目標とし、健全で持続可能な

地域づくりを目指していくこととします。 
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総合管理計画で対象とする公共施設等は下表のように分類します。 

 

▼ 対象とする施設分類 

 
  

PC RC

ṕ Ṗ



    ↑ʴ⁸ЏВ ֻ    ЏВ ᾓ ֗  

 

3 

- - ᾍ  

ЏВ  

建物系公共施設の延床面積を建築年別に表記したものを下図に示します。現在府中市が保有する建物は、

1970年代から1980年代にかけて建設されたものが多いことが分かります。 

令和３年度末時点の固定資産台帳によると、建物系公共施設の数量は、321施設、775棟となっており、

総延床面積は22.2万㎡です。住民1人当たりで換算すると、延床面積は6.01㎡となります（令和４年４月

１日時点住民基本台帳：36,967人）。 

保有資産の分類による床面積構成比では、学校が最も多く 28.8％、次いで集会施設が 12.3％、公営住宅

が9.2％となっています。 

経過年数を見ると建築後 30年以上経過した建物が半数近くあり、今後大規模な改修や建替えが必要とな

ることが予想されます。 

なお、平成19（2007）年に延べ床面積が伸びているのは市立小・中学校の建設によるものです。 

 

 

▼ 建築年ごとの建物系公共施設等の建築面積推移 
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▼ 建物系公共施設の分類ごとの割合 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼ 県内自治体（一部）での一人あたり床面積の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「公共施設等総合管理計画の各地方公共団体のホームページにおける公表状況」より作成 

※同規模の県内団体との比較とするため、広島市、福山市以外の市を対象としている。（町は含まない） 

 ※人口は、本市以外は令和２年度又は令和元年度の時点。 
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インフラ資産は、土木系公共施設として道路、橋梁、企業会計施設として上水道、下水道、医療系施設等に

分類されます。 

 

道路 管理延長合計：504.9km（舗装の個別施設計画（平成31年3月）） 

橋梁 351橋（府中市橋梁長寿命化修繕計画 (令和3年8月時点) ） 

上水道（簡易水道含む） 
浄水場設置数：6、管路延長247kｍ 

（水道・簡易水道事業経営戦略(平成29年3月時点)） 

下水道 処理場数：1（下水道事業経営戦略(平成29年3月時点)） 

医療施設 公立病院数：1 

 

- - ֒ ᾍ ὕ ┴ ЏВ  

本市では、公共施設等の現況と課題を踏まえて、既に対策の実施を進めています。本計画策定時（平成２８

年３月）から改訂時（令和5年3月）にかけて、本市が公共施設マネジメントとして実施した対策としては、

一例として下表の内容が挙げられます。 

 

▼ 過去に行った対策の実績一例 

新築、建替え 

道の駅びんご府中 

府中市児童会館（こどもの国） 

府中市国府公民館 

新府中市環境センター 

i-coreFUCHU 

取壊し・売

却・譲渡 

旧甲奴郡農協清岳支店 

府中市井永生活改善センター 

府中市中須町東老人集会所 

府中市本山町老人集会所 

府中市深江下野町コミュニティホーム 

元府中市清掃センター 

元東小学校 

元府中市クリーンセンター 
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全国的に本格的な人口減少時代に突入しています。出生数が減少していることに加え、高齢者人口の増加

を受けて死亡数が増加していることが要因です。今後もこの傾向は続き、我が国の総人口は減少を続けるも

のと考えられます。 

府中市も今後、人口構成が大きく変化し、少子高齢化が進んでいくことが予想されます。これに合わせて

市民ニーズも変化していくことが予想されます。このため、人口の減少や人口構成の変化に応じた市民ニー

ズを把握し、公共サービスのあり方を検討する必要があります。 

下表は、人口の推移を示したものです。府中市の人口は、減少傾向が続いています。国立社会保障・人口問

題研究所が公表している将来人口推計においても、今後も減少が続くと推計されており、2060年には20,000

人を下回ると予測されています。また、人口ピラミッドのグラフをみると、2045年の推計では、2015年よ

りさらに高年齢層が多い人口構造になっていくことがわかります。 

人口の減少や人口構成の変化に伴い、市民ニーズも変化しています。そのため、市民ニーズに対応した公

共サービスの在り方も見直していくことが必要です。今後の人口減少や人口構成の変化による公共施設の利

用需要の変化に応じて公共施設等の最適な量や配置を実現することが望まれます。 

 

▼ 府中市の人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第2期府中市まち・ひと・しごと創生総合戦略【人口ビジョン】 
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資料：第2期府中市まち・ひと・しごと創生総合戦略【人口ビジョン】 
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財政の状況について、歳入、歳出の推移を以下に示します。 

歳入決算額は、令和３（2021）年度に256億円の計上となっています。そのうち、自主財源である市税収

入（歳入の地方税）が占める割合は19.4％しかなく、地方交付税や国・県支出金などの依存財源によりまか

なっている状況です。今後も少子高齢化や人口減少に伴い、市税収入の増加は期待できず、収支不足が懸念

されます。 

歳出決算額は、令和３（2021）年度に246億円の計上となっています。新型コロナウイルス感染症対策事

業等の実施もあり、近年増加傾向にあります。高齢化の進行に伴う社会保障関係経費の増加により扶助費が

増加傾向にあります。 

施設の建築等に使用できる投資的経費と維持補修費の中から、更新費、改修費、修繕費、維持管理費を支出

しますが、投資的経費は令和３（2021）年度には47億円となっており、歳出に占める割合が大きいことが

分かります。このままでは、公共施設の更新（建替え）や維持管理に対して財源不足となる状況が予想されま

す。10か年の推移をもとにすると、現在要している投資的経費は、年間約34億円となります。 

また、維持補修費に関しては、令和３（2021）年度には2.4億円となっており、増加傾向にあることが分

かります。10か年の推移をもとにすると、現在要している維持補修費は、年間約1.8億円となります。 

▼ 府中市の人口ピラミッド 
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▼ 歳入決算額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼ 歳出決算額の推移 
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▼ 投資的経費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼ 維持補修費の推移 
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有形固定資産減価償却率は、有形固定資産のうち償却対象資産（建物や道路、橋りょう等）の老朽化がどの

程度進んでいるかを表します。本市の場合は、市が保有する償却対象資産全体の約58％が減価償却をしてい

る（老朽化が進行している）ということになります。施設によっては、使用期間が耐用年数に迫るものもある

ことから、計画的な老朽化対策等に取り組んでいく必要があります。 

類似団体と比較すると、５か年間の減価償却率の数値は本市が常に下回っています。これは、本市の公共

施設の老朽度が相対的に低いことを表しますが、上述のとおり引き続き計画的な老朽化対策等に取り組んで

いくことが重要です。なお、令和２年度の広島県の平均は62.1％となっており、県内の比較においても、減

価償却率数値は本市が下回っています。 

 

▼ 年度別 有形固定資産減価償却率 

平成28年度 

（2016年度） 

平成29年度 

（2017年度） 

平成30年度 

（2018年度） 

令和元年度 

（2019年度） 

令和2年度 

（2020年度） 

55.3％ 55.4％ 56.0％ 56.5％ 57.4％ 

 

 

▼ 年度別 有形固定資産減価償却率の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和２年度財政状況資料集    
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下図は、建物系公共施設の将来の更新費用の推計を示しています。前述の「１-１-３（１）公共施設等の現

況と課題」では、1970年代から 1980年代にかけて建設された公共施設が多くあることを示しましたが、

「建築物の耐久計画に関する考え方(日本建築学会)」によると、標準的な耐用年数が60年となっており、今

後30年の間に、多くの公共施設が更新時期を迎えることとなります。 

現状規模のまま建替えを行った場合の推計（従来型推計）を行った結果、本計画策定時（平成28年3月）

は、1年当たり23.0億円かかる見込みとなっていました。本計画改訂時（令和5年3月）に同じ条件で更新

費用推計を行った結果、1年あたりの平均費用は、年間23.1億円となりました。 

公共施設マネジメントの取組みは行っているものの、市全体の施設の老朽化等により更新費用推計の金額

はほぼ同額となりました。 

 

 

▼ 公共施設の更新費用推計（従来型推計） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1年当たり 

23.1億円 
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更新費用推計（従来型）の前提条件及び試算方法 

 

・耐用年数経過後に、現在と同じ延床面積等で更新すると仮定して計算する。 

更新単価 × 延床面積 ＝ 更新費用 

すでに更新費用の試算に取り組んでいる地方公共団体の調査実績、設定単価を基に用途別に設定された単価を使

用する。また、建替えに伴う解体、仮移転費用、設計料等については含むものとして想定している。 

 

・一律で60年として試算。（日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」より） 

 

・建築後30年で大規模改修（改修期間2年） 

・建築後60年で建替え（建替期間3年） 

・経過年数が30年を超え50年以下の場合は今後10年間で大規模改修（均等割） 

・経過年数が50年を超えている場合は、大規模改修は行わず60年を経た年度に建替え 

・経過年数が60年を超えている場合は、今後10年間で建替え（均等割）。 

ךּ  

下表は、建物系公共施設の更新単価を示した表である。 

 

表 6 更新費用推計に関する設定・更新単価 

施設分類 建替単価（円/㎡） 改修単価（円/㎡） 

市民文化系施設、社会教育系施設、産業系施設、

行政系施設 
400,000 250,000 

スポーツ・レクリエーション系施設、保健・福

祉・医療施設、その他施設 
360,000 200,000 

学校教育施設、子育て支援施設 330,000 170,000 

公営住宅 280,000 170,000 

（一般財団法人地域総合整備財団 公共施設等更新費用試算ソフトの単価を参照） 
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予防保全的に長寿命化対策を行い、長寿命化を図る場合の推計を算出します。新耐震基準1以降に建設された建物

は長寿命化を図り、「建築物の耐久計画に関する考え方(日本建築学会)」に基づき、80年を目標耐用年数とし、旧耐

震基準の建物は従来型と同じ試算条件とします。また、個別施設計画策定時に行った劣化状況調査を踏まえて、推

計に反映しています。長寿命化対策を考慮した場合の更新費用推計を行った結果、1年あたりの平均費用は、年間

18.5億円となりました。従来型の場合より、年間4.6億円の更新費用の削減が見込まれます。 

 

▼ 公共施設の更新費用推計（長寿命化型推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         

1 昭和56（1981）年6月1日から施行された耐震基準を「新耐震基準」と呼びます。新耐震基準では、震度6強

～7程度の揺れでも家屋が倒壊・崩壊しないことを基準としており、それまでの耐震基準（旧耐震基準）と比べ

て、耐震性に関する規定が厳格化されています。 

1年当たり 

18.5億円 
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更新費用推計（長寿命化型）の前提条件及び試算方法 

 

・計算は、従来型と同様、更新単価 × 延床面積 ＝ 更新費用 

・旧耐震基準の建物は、従来型の条件と同様。新耐震基準の建物は、以下に示す長寿命化型の条件で試算を行う。 

ṕ Ṗ 

・長寿命化型の目標耐用年数80年 

ṕ Ṗ 

・建築後20年、60年で予防保全的な大規模改修（改修期間1年） 

・建築後40年で長寿命化型改修（改修期間2年） 

・建築後80年で建替え（建替期間3年） 

・改修や建替えの時期を過ぎてしまっている場合は、従来型と同様、今後10年間で均等割 

 

・個別施設計画策定時に行った劣化状況調査において、施設の部位が、CまたはD評価であった場合は、部位修繕の

対策金額を反映。対策金額の算出方法は、「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書付属エクセルソフト」（文部科

学省）に準ずる。 

・Ｃ評価の部位は10年以内（今後10年間で均等割）、Ｄ評価の部位は5年以内（今後5年間で均等割）に部位修繕

の実施を行う。 

※ただし、建替え、長寿命化改修の前後10年間に重なる場合は実施しない。 

ךּ ṕ Ṗ 

・建替えの単価は、従来型と同様。大規模改修（予防保全）と長寿命化改修の単価は下表のとおり。 

 

表 長寿命化型の更新費用推計に関する設定・更新単価 

施設分類 
建替単価 

（円/㎡） 

長寿命化改修単価 

（円/㎡） 

予防保全改修単価 

（円/㎡） 

市民文化系施設、社会教育系施設、産業

系施設、行政系施設 
400,000 240,000 100,000 

スポーツ・レクリエーション系施設、保

健・福祉・医療施設、その他施設 
360,000 216,000 90,000 

学校教育施設、子育て支援施設 330,000 198,000 82,500 

公営住宅 280,000 168,000 70,000 

（一般財団法人地域総合整備財団 公共施設等更新費用試算ソフトの単価を参照 
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Ήѩ ֓  

本市では、公共施設個別施設計画の策定を進めており、今後 10か年の個別施設ごとの実施計画を作成していま

す。実施計画の作成にあたっては、上述の長寿命化型推計を参照しながら、点検・診断の結果も踏まえて、対策内

容、対策時期、対策費用の見込みを整理しています。 

その結果、計画期間 10か年の対策費用は 112.8億円、１年当たりでは 11.3億円となりました。個別施設計画

は、長寿命化型推計に対して、短期的な計画となりますが、推計より少ない費用を見込んでおります。 

一方で、計画期間の後期に先送りする対策も生じていると考えられるため、今後は中長期的な費用の平準化を図

っていく必要があります。 

 

▼ 今後の対策費用見込み（個別施設計画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1年当たり 

11.3億円 
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道路に関する将来の維持・更新費用については、過去の実績から費用の見込みを整理しています。過去５か年の

道路に係る投資的経費は17.6億円となっており、１年当たりでは約3.5億円となっていました。 

今後の道路に係る１年あたり費用についても、3.5億円を見込むこととします。 

 

 

橋梁に関する将来の維持・更新費用については、橋梁長寿命化計画より費用の見込みを整理しています。橋梁長

寿命化計画では、今後60年間の維持・更新費用を試算しており、事後保全の場合は、60年間で128億円、１年当

たり約2.1億円となりました。予防保全の場合は60年間で74億円、１年当たり約1.2億円となり、60年間で約

54億円のコスト縮減効果が見込まれる結果となりました。 

今後の橋梁に係る１年あたり費用は、予防保全型の推計結果をもとに1.2億円を見込むこととします。 

 

 

▼ 今後の対策費用見込み（橋梁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

府中市橋梁長寿命化修繕計画より抜粋   
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ḱ  

上水道・簡易水道に関する将来の維持・更新費用については、令和4年11月に、広島県水道広域連合企業団が設

立されており、令和５年４月からは水道事業が統合されます。そのため、本計画における更新費用の見込みの集計

対象からは除外することとします。 

 

 

 

下水道に関する将来の維持・更新費用については、経営戦略から費用の見込みを整理しています。10か年の建設

改良費は22.6億円となっており、１年当たりでは約2.3億円となります。 

 

 

▼ 今後の対策費用見込み（下水道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道経営戦略より作成       

 

 

ṕ Ṗ  

医療施設（公立病院）に関する将来の維持・更新費用については、府中市立湯が丘病院改革プランから費用の見込

みを整理しています。（府中市民病院と府中北市民病院は、地方独立行政法人であるため、本計画における更新費用

見込みの集計対象からは除外することとします。） 

上記プラン内において、建設改良費の実績と見込みが示されており、予定されていた建替え事業の影響を除く（当

面は維持更新費用のみを対策費用として見込むため）と、毎年約200万円から300万円で推移しています。 

今後の医療施設（公立病院）に係る１年あたり費用について、300万円を見込むこととします。 
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ể-ễ-ỆḰ ḭ  

市全体の中長期的な維持管理・更新等の費用の見込みを整理すると以下の表のようになります。建物系公共施設

の改修費用及び建替費用については、今後 40年間の見通しを検討するため、長寿命化型推計の結果を用いていま

す。また、建物系公共施設の維持管理にかかる費用については、「１-３-１．財政全般の現況と課題」で示した維持

補修費10か年の平均額を計上しています。整理した結果、1年当たりの平均では、27.3億円となります。 

 

▼ 今後の対策費用見込みの集計 

    
1

 
 

 

 

ṕ +

Ṗ 

739.3 40  18.5  

ṕ

Ṗ 

ṕ Ṗ 
- - 1.8  10  

 

 

 17.6  5  3.5    

 74  60  1.2   

 

 22.6  10  2.3   

 - - 300   

 
 

1  

 
27.3   

 

▼ 充当可能な財源の見込みの検証 

  
1  

 

1   

 

 

 

 

ṕ + Ṗ 
18.5  

Ḳ34  

Ḳ1.8  

 

ṕ Ṗ 
1.8  

 

 

 3.5  

 1.2  

 25.0  35.8  
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充当可能な財源の見込みについては、前述した、投資的経費と維持補修費の平均額を投資可能見込み額と捉え、

将来の経費見込みとの比較を行いました。なお、企業会計施設（下水道・病院）については、経営戦略及び改革プラ

ン内で財源を考慮した収支計画を費用の見込みとしているため、建物系公共施設と土木系公共施設の比較を行って

います。 

比較した結果、1年当たり経費見込み額：25.0億円に対して、過去の実績ベースによる1年当たり充当可能な財

源の見込み額：35.8億円となり、財源不足は生じない見込みとなりました。 

しかしながら、前述のとおり、人口減少・厳しい財政状況といった課題を踏まえて、公共施設に関する費用の縮減

に引き続き取り組む必要があります。特に、建物系公共施設は、今回の検証の前提として、長寿命化を図る場合の試

算となっているため、予防保全・長寿命化を踏まえた計画と対策の実施に取り組むことも必要です。 
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  ⅛≈ ⌂ ⌐ ∆╢  

 

-  
- - ЏВ ꜠  

計画の管理方針の策定に当たり、公共施設等のマネジメントに対する理念・目的を以下のように設定し、

総合管理計画策定の基本とします。 

 

 

 

 

総合管理計画策定を、新しいまちづくりの第1歩と捉えて実行に移していくためには、以下の3点が公共

施設等マネジメントの推進力となります。 

 

  

公共施設等の統廃合を含む施策推進による公共施設等に係る経費の削減と平準化 

 

  

集落市街地のあり方や施設の適正配置等について、ワークショップ等の実施などによる住民と協働し

た取組み 

 

 PPP/PFIḱ  

効率化やサービス向上のための民間活力の導入 

 

  

ṥ Ṧ 

公共施設全体を貴重な資産として捉え、市民と問題意識を共有し、協働して公共施設

等の将来の方向性の確立に向けて取り組みます。 

ṥ Ṧ 

公共施設等の整備や維持管理を計画的に効率よく行い、寿命を延ばし、公共施設の利

活用促進や統廃合を進めることによって将来の財政負担を軽減することを目的とし、

住民サービスの水準と健全な行財政運営との均衡を見出します。 

また、将来的な都市の再編（コンパクトシティ化）を推進する1つの手段として捉

え、人口減少社会に対応した都市構築の一助とします。 
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- -  

総合管理計画は、中長期的な視点が不可欠であることから、将来の人口や財政の見通し等をもとに長期的

な視点に基づき検討するものです。前述した年度別整備床面積を見ると、築30年以上の公共施設の大規模改

修時期や土木系公共施設の補修時期が今後 30年の間に集中することから、平成 28（2016）年度から令和

37（2055）年度までの40年間を計画期間とします。また、当初の平成28（2016）年度から令和7（2025）

年度までの10年間を第1期として、以後10 年間ごとに第2期、第3期及び第4期に分け、期ごとに具体

的なアクションプランを検討します。 

なお、本計画は令和 4（2022）年度に、国の要請を受けて改訂を行いました。これまでの取組み実績と、

今後の予定を以下のように整理しています。 

 

Ṯ ṯ 

平成27（2015）年度 

公共施設等の実態についてマクロ把握を行うとともに、「更新費用試算ソフト（総務省）」を活用し更

新費を試算し、「公共施設等総合管理計画（初動版）」を策定。 

平成28（2016）年度 

公共施設等の詳細把握（利用状況、コスト情報等）の実施。 

平成29（2017）年度～ 

公共施設の再編、統廃合、長寿命化等、具体的な方策の検討。施設類型毎の個別施設計画の策定。 

     

Ṯ ṯ 

今後も、点検・診断や個別施設計画に記載した対策の内容等を反映させるなど、本計画の不断の見直し

を実施し順次充実させていくこととします。 

 

    ▼ 充当可能な財源の見込みの検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          「公共施設等総合管理計画の見直しに関すること（総務省）」より抜粋       
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- ֝ ̱Ѱ Ḹ  
- - ֝ ̱Ѱ 

施設の各部門を横断的に管理し、一元的な管理を行い、施設を効率的に維持管理する目的で、公共施設等

マネジメント推進体制を構築します。この組織は、横断的な組織として各部の調整機能を発揮し、公共施設

等マネジメントの推進について計画の方針の改訂や目標の見直しを行っていきます。 

以下に目指すべき取組体制の方向性を示します。 

︡ ︣  

︡ קּ  

︡ ︣  

 

 

- - Ḹ  

Ḹ ╛ 

組織内の各部門に散在する関連データをそれぞれの部門から収集し、これを一元化して情報管理するため

にデータベース化する体制を構築する必要があります。 

したがって、データの情報収集と管理体制を明確化するために、次のような内容を明確にできる体制と仕

組みを構築します。 

ṇ ḱ ︡ ︣Ḯ 

ךּ ︣Ḯ 

ךּ ( ḱ ) ︡ ︣Ḯ 

ḱ ṇ ︡ ︣Ḯ 

אל ḭ ךּ︡ ︡ḭ לּ ︡ ︣Ḯ 

ṇ ṇ ︡ ︡ ︣Ḯ 

ṇ ︡ ︣Ḯ 
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- Ḩ  

第1章で抽出された公共施設に対する現況と課題を以下に示します。 

  

公共施設等の多くが1970年代から1980年代にかけて建設されているため、老朽化や機能の陳腐化、

市民ニーズとの齟齬が発生しています。また、施設の品質を適正に保つには大規模な改修や更新が必要

ですが、その時期が集中します。 

  

少子化の進行等により、市全体の人口が減少しています。今後、公共施設等の数量は人口に比較して

過多な状況が続くと予想されるため、数量を適正に保つための施策が必要となります。 

③ ṕ Ṗ  

少子化等に伴う生産年齢人口の減少が続いており、市税の減収が続くと見込まれ、高齢化等に伴う扶

助費の高止まりが予想されますので、公共施設等の維持更新費に対する財源が少なくなっていくことが

予想されます。今後30年間に更新が必要な施設が数多くあり、コストの増加が見込まれますので、コス

ト（財務）の適正性を保つ施策が求められます。 

 

以上の現況と課題から、人口の増減や人口構成の変化に応じて、公共施設の総量の適正化（縮減）を検討す

ることが必要です。 

そして、財源に見合う公共施設の維持・更新を実施し、また、公共サービスのあり方についても公共施設総

量の適正化に対応した提供が必要となります。 
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- ЏВ Ḩ  
- - ЏВ ᴜ ᾍ Ι  

ᴜ ᾍ  

公共施設に関しては、一定規模の改修工事などを計画的に実施し、耐用年数の短い設備機器などを定期的

に交換することにより品質を向上させ、施設の長期間使用を可能にします。また、役割を終えた公共施設に

ついて、耐久性の高い構造躯体を活用しつつ、内装や設備などを改修し、用途を変更して長期間使用するこ

とを可能にします。これらにより、財政負担を軽減することが可能となります。 

インフラ施設（道路(舗装)を除く。)に関しては、更新時に耐久性の高い材料などを積極的に採用する方法

や「府中市橋梁長寿命化修繕計画」などに基づき、予防保全型管理を取り入れながら計画的に修繕を行うこ

とで品質を向上させ、施設利用者の安全性を確保しながら、物理的に使用可能な期間を延ばすことによって

財政負担を軽減するとともに、投資の平準化を図ります。 

 

 

ᾍ  

ライフサイクルコストにおける維持管理費は、点検費、保守費、清掃費、警備費、消耗品費及び光熱水費か

ら構成されています。実際に発生しているコストについて内容を分析し、各費用について削減策を実施する

必要があります。コスト削減策の例としては、LED照明の採用、断熱や日射遮蔽などによるエネルギー負荷

の低減、省エネ効果の高い設備の採用といった設備類の更新以外にも、清掃や管理等を一元化して外部に委

託するなどの方法も考えられます。 
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ᾍ Ι ὑ 

1˲ ЏВ ѹ ὑ 

数量に対する施策、数値目標の設定については、策定当初に立てた目標値の進捗の検証を行う必要がある

ため、計画改訂時（令和5年3月）の試算結果ではなく、本計画策定時点（平成28年3月）当時の試算結

果を基準として、目標削減率の説明をします。 

本計画策定時点（平成28年3月）で、本市では、公共施設を247,000㎡、市民1人あたり5.81㎡/人を

保有していました。 

国立社会保障・人口問題研究所による将来人口の予測結果を基に、本計画の目標年である令和37（2055）

年の将来人口の試算は 21,210人であったため、現在の公共施設全てを保有したと仮定すると、11.1㎡/人

となり、ほぼ2倍となります。これは、市民1人当たりの負担も倍増することを意味し、公共施設面積を削

減しなければ、後世に多大な負担をかけることとなります。 

そこで、1人当たりの公共施設面積を公共サービスの量と考え、目標削減率の設定を行います。目標削減率

の設定にあたり、以下の３ケースにより検討します。 

 

 ケース 人口の想定 公共施設面積 

A ṇ  
府中市人口ビジョンの試算結果 

25,594人 

現在と同レベル 

5.81㎡/人 

B ṇ  
府中市人口ビジョンの試算結果 

25,594人 

全国平均 

3.42㎡/人 

C ṇ  
府中市人口ビジョンの試算結果 

25,594人 

同規模自治体平均 

5.05㎡/人 

※本計画策定時点（平成28年3月）の府中市人口ビジョンの試算結果より算出 

 

試算の結果を以下に示します。 

 ケース 将来公共施設面積 目標削減率 

A ṇ  148,620㎡ 40％ 

B ṇ  87,531㎡ 65％ 

C ṇ  129,250㎡ 48％ 
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ѹ ὑ 

次に、公共施設にかかるコストに着目して、理論上の目標削減率の設定を行います。この項目では、想定さ

れる維持更新費用を基本としながら、今後実施される改善策を加味して段階的に目標削減率の試算を行いま

す。 

ᵎ ὕ ḹֻ  

インフラ施設については数量を削減することが難しいため、インフラは現状を維持したまま、公共施設を

削減することにより、維持更新費の削減を図るものとします。 

将来の公共施設の維持更新費用は前述のとおり、23.0億円/年です。本市における人口減少・少子高齢化の

実状を踏まえると、投資的経費は過去５年間の平均である 30.5億円/年を維持することが難しいと想定され

ます。したがって、30.5億円/年の投資的経費から人口減少を加味して、将来的な投資的経費を設定する必要

があるため、本計画策定時点（平成28年）から令和37（2055）年時点の人口の将来推計結果となる人口の

減少率は47.5％であり、これを踏まえ16.0億円/年と設定します。そのうち、インフラの将来維持更新費に

ついては、削減しないことと想定しているため、公共施設に使うことのできる維持更新費は0.8億円/年とな

ります。 

上記の条件において、目標削減率を設定すると以下のようになります。 

 

 23.0 億円/年 

 15.2 億円/年 

נּ  16.0 億円/年 

נּ  0.8 億円/年 

公共施設面積の目標削減率 96 Ṿ 
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上記の試算では、公共施設は60年で建替え、30年で大規模修繕を行うこととして維持更新費用を試算し

ましたが、今後は長寿命化による施設の延命化を図ることとし、70年で建替え、35年で大規模修繕を行う

想定で試算します。その結果、維持更新費用は 20.4億円/年となり、2.6億円/年の削減となります。また、

本市では橋梁長寿命化修繕計画を策定しており、その試算結果では全橋梁の維持更新費用がトータルで36億

円削減されることとなっています。さらに、投資的経費の想定については、今後各種まちづくり計画に基づ

き、人口減少施策が実施されることを踏まえ、人口ビジョンの令和37（2055）年時点での人口である25,594

人になると仮定します。 

この条件に基づき、目標削減率を設定すると以下のようになります。 

 

︡  20.4 億円/年 

︡  14.6 億円/年 

נּ  18.3 億円/年 

נּ  3.7 億円/年 

公共施設面積の目標削減率 82 Ṿ 
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上記の試算から、さらにインフラ施設の長寿命化を推進した場合として、約 2割の維持更新費の削減を見

込みました。特に道路の維持更新費は、1年当たり12.1億円の試算であり、この費用を削減することで、公

共施設に使用する維持更新費を確保します。 

この条件に基づき、目標削減率を設定すると以下のようになる。 

︡  20.4 億円/年 

+ ︡  11.7 億円/年 

נּ  18.3 億円/年 

נּ  6.7 億円/年 

公共施設面積の目標削減率 67 Ṿ 

 
 ѹ ὑ 

1人当たりの公共施設面積からの試算とコスト面からの試算の結果を以下にまとめます。コスト面からの

試算では、ステップ３の公共施設・インフラ施設ともに長寿命化を図り、コスト削減を行った試算でも67％

の公共施設を削減しなければならない結果となりました。確かに、人口減少による財政状況・市民ニーズの

変化を踏まえると、公共施設の大幅な見直しは不可避であるため、長期的にはこの数字を念頭に置いて縮減

に努める必要があると考えられます。 

しかし、長期的な目標を達成するに当たり、急激な行政サービスの変化は住民の生活に悪影響を与えるた

め、段階的に削減することが望ましいので、現在のサービス水準を確保しながら公共施設を削減する試算結

果である40Ṿを当面の目標削減率として設定します。 

1人あたりの公共施設面積からの試算 コスト面からの試算 

現在のサービス水準を維持 40Ṿ ể 96％ 

全国平均のサービス水準 65％ Ễ 82％ 

同規模自治体の平均サービス水準 48％ ễ 67％ 
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公共施設等は本来、市民の方々に公共サービスを提供するためのものであり、適切に利用されて初めてそ

の効果を発揮します。そのため、社会経済状況や時間の経過によって変化する市民ニーズを的確にとらえ、

最大限に有効利用されることを目指します。有効利用に当たり、以下の２点を方針とします。 

 

 

  

 

 

 

  

  

建物は、長期間の存続を前提に整備されますが、その間に公共施設に期待する市民ニーズ

が変化する可能性があります。この場合、建物を支える耐久性の高い構造躯体を活用しつ

つ、内装のみを改修する「用途(機能)転用」や一棟の建物に複数の機能を盛り込む「複合

化」によって、市民ニーズの変化に適切に対応することが重要と考えます。 

שּ  

公共施設の維持管理などに要する経費(コスト)は、自治体の税などの一般財源と施設利用

者による受益の対価(使用料等)から賄われています。  

公共施設の使用料などは、公共施設を利用する人としない人との公平性に考慮して施設利

用者には公平で適正な負担を求めることが重要と考えます。また、社会経済環境の変化や

利用実態に合わせて、使用料などを適切に設定する必要があります。 
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府中市の人口は、今後減少が見込まれています。そのため、新規施設の整備は最小限に抑制し、既存の公共

施設を貴重な資産として捉え、適切な維持管理によって、できる限り長期間使用することを目指します。 

 

 

 

 

 

 

  

ךּ  

公共施設の整備・更新時期を迎えることによって、多額の更新費が見込まれます。また、

公共施設を適切に維持管理して、運営するためには、様々な費用が必要です。そのため、

公共施設全体の延床面積は、府中市の人口や人口構成の変化、費やせる財源などに沿って

適切に調整します。政策的には新設が必要な場合であっても、全体の延床面積を一定の範

囲内にコントロールしながら、費用対効果を十分に検証して整備を行うこととします。 

不要と判断された施設は解体等により延床面積を縮減し、維持更新費の削減を行います。

削減された費用は他の設備の維持更新費に充てることにより、財源の負担を軽くすること

を検討します。 

Ӹ  

新耐震基準で整備された公共施設や耐震補強工事を行った公共施設は、定期的に修繕工事

を実施することで長寿命化を図り、将来にわたり有効活用します。 

特に、有料で貸し出す公共施設を中心に、不具合発生の都度修理を行う「事後保全」か

ら、不都合が起こる前に計画的に実施する「予防保全」へ転換することにより、既存公共

施設を良好な状態に保つことが大切です。 

また、スロープや手すりなどのバリアフリー対応、太陽光発電設備などの環境対応、省エ

ネ対策などで時代の要求に即した改修工事を実施することも重要と考えます。 

 

公共の担い手が多様化する最近では、行政が直接整備するよりも効果が見込める場合など

には、公共サービスを担う民間や町内会、社会福祉法人、NPO 法人などに施設整備費を補

助することで、公共サービスを提供する方法も考えられます。 

また、廃止した公共施設や不要と判断された施設を積極的に売却や賃貸し、その資金を次

の整備費用や改修費用の一部として活用したり、基金として積み立てたりすることで、公

共施設を通じて資金が循環するシステムを構築することが重要と考えます。 
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府中市は、簡素で効率的な市政運営を目指し、行財政改革を着実に推進していることから、職員や財源な

どの行政資源には限界があります。 

そのため、公共施設の維持管理・運営、新規整備や修繕工事における資金調達について、多様な主体との協

働の理念を生かすことが求められます。 

 

 

 

 

  

ḭ ḭ ḭNPO  

近年、指定管理者制度、PFI、包括的民間委託など、これまで行政が担っていた役割を民間

事業者などが担う仕組みが整えられてきました。また、地方自治法の改正により、これま

で認められていなかった行政財産も、一定の条件の下で貸付けができることとなっていま

す。 

公共施設の維持管理･運営において、そうした民間活力を積極的に取り入れ、新規整備や修

繕工事において民間資金の活用を積極的に図り、公共施設の機能や役割に応じて、民間活

力の導入や、社会福祉法人、NPO 法人、町内会、ボランティアなどとの維持管理の分担な

ど、多様な主体との協働を目指します。 

︡  

協働の基本的な理念は、地域で必要とされる公共サービスを多様な主体が役割と責任に応

じて担い、対等のパートナーとして連携し、地域にふさわしいまちづくりに取り組むこと

です。 公共施設は、そうした市民協働型のまちづくりにおけるコミュニティの核となり得

るものであり、人口減少によって将来的に公共施設全体の延床面積を縮減させる場合で

も、まちづくりや防災、地域の拠点など、公共施設が担っている多様な役割を考慮し、コ

ミュニティの核施設として機能するような施設を目指します。 
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公共施設全体の延床面積縮減に伴う施設の統合や廃止に当たっては、住民の理解と合意形成が特に重要と

なります。したがって、十分な話し合いと時間をかけての合意形成が必要となります。 

地方公共団体の財政を基本とする住民サービスの水準の考え方を4段階で表した図を以下に示します。こ 

れから、公共施設の適正配置等を進めるに当たり、この４つの段階において事業を実施します。事業実施に 

当たっては、住民の理解が重要であり、住民の理解を得ながら、住民負担の少ない取組から徐々に実施し、無

理のない計画の推進を目指します。 

 

  第１段階  第２段階  第３段階  第４段階 

         

公共団体の
財政を基本
とするコス
ト削減策 

 

行政の内部努力に

よる公共施設に係

るコスト削減 

 遊休・余剰・重複施

設の整理・統廃合

によるコスト削減 

 公共施設の再編・

再配置による健全

な行財政運営の実

現 

 公民連携・協働等

の視点に立った公

共施設の管理 

効率的な業務、人

員配置 

光熱費の削減 

民間委託、民営化

等 

機能転換・再編成 

施設集約、複合化、

施設廃止 

施設の統廃合 

施設サービスの停

止・廃止 

住民・利用者負担

額向上 

公民の役割の点検 

新規整備の抑制 

民間主体による公

共施設管理、新規

整備の抑制 

         

住民サービ
スの水準 

 

住民サービスの現

状の水準を維持 

 

 行政サービス、施

設サービスの質の

改善を目指した取

組 

 行政サービス、施

設サービスの見直

しにより住民サー

ビスが低下するこ

とも想定 

※住民の理解と合

意形成が必要 

 民間主体による公

共施設管理 

住民の負担を求め

ない初動的取組 

一定の住民負担を

前提とした住民サ

ービスの質の低下

を招かない取組 

合併市町村では大

きな政策課題 

財政収支見通しに

基づいた住民の負

担を伴う取組 

公共団体が果たす

べき公共施設管理

の役割を明確化に

する取組 

         

施設マネジ
メント 

 

施設群ごとムリ・

ムダを改善する取

組 

先進自治体、民間

企業のノウハウを

生かした運営改善

の取組 

 一定の生活圏ごと

に施設機能を中心

とした施設の再編

成 

 財政分析から見た

保有可能な公共施

設ボリューム 

 維持管理コストが

最小化できる設

計、管理運営 

施設の維持管理、

ＦＭ等における民

間主体（住民・地元

企業等）の役割の

拡充 
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建物は、数多くの部品、部材や設備機器などさまざまな素材の組合せにより構成され、それらはそれぞれ

の目的と機能を持っています。それらの部材・設備は、使い方、環境及び経年変化から生じる汚れ、損傷、老

朽化の進行等に伴い本来の機能が低下します。日常管理は、建物を維持管理するための日常の点検・保守に

よって、建物の劣化及び機能低下を防ぎ、建物をいつまでも美しく使うための総合的な管理運営や実際の点

検・保守・整備などの全ての業務を行います。 

点検には、日常点検の他に、定期点検や臨時点検などがあり、自ら実施する場合と、専門家に依頼する場合

があります。後者の場合は、委託契約により実施している保守・点検・整備が委託契約どおりに実施されてい

るかどうか、委託先から確実に報告を受け、実態を把握します。 

保守・点検・整備については、その履歴を記録し、集積・蓄積して老朽化対策等に生かすこととします。 

▼点検のフロー例 
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現況把握のための施設診断は、施設の安全性、耐久性、不具合性及び適法性が最低限必要な診断項目であ

り、下表の評価項目を基に診断を実施します。また、耐震診断、劣化診断、衛生・空気質診断など既往の診断

があるものは、そのデータを利用します。 

診断は、経年的な施設の状況を把握するため、定期的（本市では５年）に行うことが望ましく、その記録を

集積・蓄積して計画的な保全に活用します。 

また、施設の長寿命化を図るには、快適性、環境負荷性、社会性やコストの適正性など種々の性能が要求さ

れるため、長寿命化を図る施設については、これらも合わせて診断を実施します。 

▼診断の評価項目例 

評価項目 建物系公共施設評価内容 土木系公共施設評価内容 

安全性 敷地安全性（耐災害）、耐震・耐風・耐雪・
耐雨・耐落雷安全性、防火安全性、事故
防止性、防犯性、空気質・水質安全性 

自然災害回避性、耐震・耐荷・耐風・耐衝撃
性、災害時機能維持性、第三者被害防止性、
事故防止性、液状化対策 

耐久性 建物部位（構造・外装など）の耐久性・
劣化状況 

構造物・部材の耐久性・劣化状況・健全度 

不具合性 施設各部位（構造・仕上・付帯設備・建
築設備）の不具合性 

附属構造物・設備の不具合性 

快適性 施設快適性（室内環境・設備）、立地利便
性 

構造物快適性、路面平坦性 

環境負荷性 施設の環境負荷性（省エネ、有害物質除
去など） 

環境負荷性（設備の省エネ性、CO2排出低
減、有害物質除去） 

社会性 地域のまちづくりとの調和、ユニバーサ
ルデザイン（バリアフリー化） 

施設重要度、景観との調和、ユニバーサル
デザイン（バリアフリー化） 

耐用性 経過年数と耐用年数、変化に対する追随
性、計画的な保全・大規模改修 

経過年数と耐用年数、変化に対する追随性、
計画的な保全・大規模改修 

保全性 維持容易性、運営容易性、定期検査の履
行 

維持容易性、運営容易性、点検の履行 

適法性 建築法令、消防法、条例 道路法、指針、ガイドライン 

情報管理の妥当性 情報収集、情報管理、情報利活用 情報収集、情報管理、情報利活用 

体制・組織の妥当性 統括管理体制、管理体制、トップマネジ
メントへの直属性 

統括管理体制、管理体制、トップマネジメ
ントへの直属性 

顧客満足度 利用者満足度、職員満足度 利用者満足度、職員満足度 

施設充足率 地域別施設数量の適正性、用途別施設数
量適正性、余剰スペース 

地域別施設数量の適正性、用途別施設数量
適正性、余剰施設 

供給水準の適正性 供給数量適正性（敷地面積、建物面積な
ど） 

供給数量適正性（道路延長、上下水道管延
長など） 

施設利用度 施設利用率、空室率 施設利用率 

点検・保守・改修コストの
適正性 

点検・保守費、清掃費、警備費、改修費・
大規模改修費、更新費 

点検・保守費、清掃費、パトロール費、補修
費、更新費 

運用コストの適正性・平
準化 

運用費、光熱水費 運用費、光熱水費 

ライフサイクルコストの
適正性 

ライフサイクルコスト ライフサイクルコスト 
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ʹ ὕ  

ʹ ὕ  

修繕や小規模改修に対しては、役割の分担を決めて速やかな対応ができる体制を構築します。 

維持管理及び修繕を自主的に管理し、計画的・効率的に行うことによって、維持管理費・修繕費を平準化

し、建物に要するトータルコストの縮減を目指します。 

 

ʹ ὕ   

建物の長寿命化を図る上で、不具合が発生する度に対応する事後保全型の管理ではなく、実行計画を策定

し計画的に更新・改修を実施していく予防保全型の管理を行うことが重要です。また、施設の経年変化には、

法令の改正による既存不適格の発生も含まれるので、適法な管理が必要となります。 

建物を更新しないで長期にわたって有効に活用するためには、建築の基本性能を利用目的に合わせた最適

な状態に維持あるいは向上させることが必要となります。そのため、インフィル（内装、設備など）を適切な

タイミングで簡易に診断し、計画的に保全していくことが不可欠です。総合管理計画・アクションプランの

中の具体的な計画となる長期修繕計画の策定、それまでの間に定期的な見直しを行う中期修繕・改修計画の

展開が重要となります。 

長期修繕計画では、診断による経年劣化対策のほかに市民ニーズに合わせた目標耐用年数に対応する中規

模改修計画、大規模改修計画、さらに建物を長期間使用するための長寿命化改修計画を組み込むことが重要

です。 

公共施設を更新する理由には、施設の耐久性、不具合性、施設の規模(広さ・高さ)、使いやすさ及び陳腐化

などがあるが、施設に求められる様々な性能面及び法令対応において要求水準を満足できない場合があるの

で、更新の際には種々の診断を行って更新の理由を明確にする必要があります。 

施設を更新する場合は、まちづくりとの整合性を保ち公共施設のコンパクト化や効率化の観点から、土地

や建物について、単独更新以外の統合や複合化について検討を行います。 

 

ὄЋ ͪ ὕ  

公共施設における安全確保は、利用者の安全を確保し、資産や情報の保全を目的とした要件です。万一の

事故・事件・災害に遭遇したときに損害を最小限にとどめ迅速に復旧する体制の構築を目指します。施設の

安全性については、点検・診断結果に応じて適切に判定し、早期に危険を察知すると同時に、対応を実施する

ことを目指します。 
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ӓ ὕ  

本市では、学校教育施設や子育て支援施設等を中心として既存建築物について耐震診断を行っています。

昭和 56年（1981年）以前の建物（旧耐震基準）について順次計画的に耐震診断を実施し、必要な場合は、

耐震補強工事等を実施しています。 

今後、耐震診断を未実施の施設については、早期に診断を行い、順次対策をとることとします。 

 

ᾎᴁӓ ὕ  

施設の長寿命化に当たっては、以下の２つの方針により、実施します。 

 

 

▼長寿命化における経過年数と機能・性能の概念図 

 
  

פּ  

診断と改善に重点を置いた総合的かつ計画的な管理に基づく予防保全によって、公共施

設等の長寿命化を図ります。総合的かつ計画的な管理とは、点検・保守・修繕を計画的

にきめ細かく行い、公共施設等を適正な状況に保ち、さらに定期的に施設診断を行い、

小規模改修工事を行って不具合箇所を是正することです。 

ḱ  

建設から一定期間は、小規模な補修や点検・保守を定期的に行うことによって、性能・

機能を初期性能あるいは許容できるレベル以上に保つことができます。しかし、建設後

相当年程度経過すると点検・保守による修繕・小規模改修工事では、性能・機能が許容

できるレベルを維持できなくなり、大規模改修工事が必要となる。要求性能レベルは通

常時間が経つにつれて上昇するため、要求性能レベルの変化を視野に入れた改修工事

（改善）を行います。 
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ֻ ∕  

施設の統合や廃止に当たっては、以下の２つの方針に基づき実施します。 

 

 

▼施設統廃合の段階 

段階 市民サービス水準の変化 
行政サービス・ 

施設サービスの考え方 
公共施設等コンパクト化の施策 

Ⅰ  ̧ 住民の負担を求めない初

動的取組 

 ̧ 住民サービスの現状の水準を

維持 

 ̧ 公共施設等の運営の効率化 

 ̧ 公共施設等の賃貸 

Ⅱ  ̧ 一定の住民負担を前提と

した住民サービスの質の

低下を招かない取組 

 ̧ 行政サービス、施設サービス

の質の改善を目指した取組 

 ̧ 第 1 段階のコンパクト化 

 ̧ 公共施設等の合築 

 ̧ 公共施設等の統合 

Ⅲ  ̧ 財政収支見通しに基づく

住民の負担を伴う取組 

 ̧ 行政サービス、施設サービス

の見直しにより住民サービス

が低下することも想定 

 ̧ 第 2 段階のコンパクト化 

 ̧ 公共施設等の使用制限・使用料金

徴収（受益者負担） 

 ̧ 公共施設等の減築 

 ̧ 公共施設等の廃止 

Ⅳ  ̧ 公共団体が果たすべき公

共施設管理の役割を明確

にする取組 

 ̧ 民間主体による公共施設管理 

 ̧ 第 3 段階のコンパクト化 

 ̧ 公共施設等維持管理の民営化 

  

וֹ  

老朽化等により供用廃止（用途廃止・施設廃止）を必要とする施設を見出します。公共施設

等コンパクト化は、施設の安全性、機能性、耐久性、施設効率性、施設の充足度、施設利用

率、費用対効果の評価項目などの多角的な視点による判定を行います。 

ṇ ḱ אל  

公共施設の統合・廃止では、市民サービスの水準低下が伴います。それを最小限にするため

に、公共施設コンパクト化の施策について住民合意の可能性を検討します。 

また、住民の理解を得るために段階に応じて市民・行政ともに努力をするようなプロセスの

構築を図ります。 
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ֻ ὕ ̱Ѱ  

計画を実現するための体制を構築するために、以下の４つの項目を方針とします。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

厳しい財政状況下で、人口減少・少子高齢化が進行する将来を見据えると、インフラの大

部分を管理する行政が単独で維持管理・更新等を的確に進めていくことは困難が伴いま

す。そこで、本市としては、各部に対し横串機能を持ち、横断的な組織である公共施設等

マネジメント組織の設置を検討します。この組織は、市長の直轄組織として公共施設等に

対して一元管理を行い、全体の調整機能を発揮しつつ、進行管理を行うとともに方針の改

訂や目標の見直しを行います。 

 

公共施設を用いたサービス提供に至るまでの過程において、市民と行政の相互理解や共通

認識の形成など、協働を促進する環境整備を図ります。 

また、公共施設における行政サービスの有効性を始め、維持管理の成果や利活用状況など

様々な情報を、市民へ提供することによって市民に開かれた公共施設を目指します。 

ḭPPớ PFI  

公民連携の一環である指定管理者制度、PPP及びPFIの活用について検討します。市と民

間とでパートナーシップを組んで効率的で質の高い公共サービスを提供し、民間資金やノ

ウハウを活用してサービスの質を充実させることが可能となります。新たな公共施設等の

建設だけでなく、縮減対象の公共施設等の用途変更に採用することも可能で、コスト削減

やサービス向上につながることとなります。 

 

全庁的な公共施設等マネジメントを推進していくには、職員一人一人が現在の状況に対し

て危機意識を持ち、公共施設等マネジメント導入の意義を理解し、意識を持って取り組み

ながら、市民サービスの向上のために創意工夫を実践していくことが重要です。 

そのためには、全職員を対象とした研修等を通じて職員の啓発に努め、公共施設等マネジ

メントのあり方、経営的視点に立った総量の適正化、保全的な維持管理及びコスト感覚に

対する意識の向上に努めます。 
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ӓ  

「ユニバーサルデザイン2020行動計画」（平成29年２月２０日ユニバーサルデザイン2020関係閣僚会

議決定）における、ユニバーサルデザインの街づくりについての考え方を参考に、ユニバーサルデザインの

対応が必要な施設について、優先度や対応スケジュールについて検討します。 

 

ӓ Ḩ  

太陽光発電設備の設置などによる再生可能エネルギーの導入や、LED照明等の省エネ性能に優れた機器、

資材の導入による消費エネルギーの省力化など、公共施設における脱炭素化の推進に取り組んでいきます。 

 

᷂ Џ̝ ᶭὑ ְₓ  

本計画は、固定資産台帳のデータを基に、保有する全ての施設の更新等に係る経費見込みの試算を行い、

策定しています。 

固定資産台帳の掲載項目である取得日・耐用年数・面積・取得金額・減価償却累計額などの数値データや、

その他の施設マネジメント情報を活用して、現状分析や方針の見直しを行っていきます。 

 

ͪ ѫ ыѝ Ḩ  

保有する財産（未利用資産等）の活用や処分に関しては、ルールの整備を行い、必要な手続きを図った上

で、適切な内容を実施します。 
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- ὕ  
- - FM ҵ  

フォローアップ体制の構築のために、以下の２つの項目を方針とします。 

 

 

▼工程表のイメージ 

 

 

 

 

 

  

PDCA  

策定した総合管理計画の適切な実行を確保するために、PDCAサイクル（計画→実行→チェ

ック→改善）で監視し、問題が発生した場合には、それをフィードバックしていく体制の構

築が必要となります。そこで、中長期的なスパンで工程表を作成し、誰が（どの部署が）、

いつ、どのような対応をしていくのかなど、具体的なスケジュールを作成します。 

ₒ ₓ 

─

 

ₒ ₓ 

◖☻♩─  

 

ₒ ₓ 

─ ה

  

 

 

ₒ ₓ 

─ ה

  

 

ₒ ₓ 

ה

⌐╟╢  

 

 

ṇ  

総合管理計画を段階的にチェックする体制の構築を図ることを検討します。市民にとって“適

切な負担度合”“や”必要な施設は何か”などを判断し、必要に応じて計画内容の修正などを行

います。 



    ↑ʴ⁸ЏВ ֻ    ֻ Ḩ  

 

41 

- - ̮ ḸВ  

総合管理計画の進捗状況等についての評価結果及び評価に基づくアクションプランの変更や対策は、市の

広報紙やホームページ等により市民に報告することが必要である。必要に応じて、市民への説明会も検討し

ます。 

持続可能で健全な施設の維持管理の検討を行うに当たり、市民と行政が市の公共施設に関する情報と問題

意識を共有することが重要です。 

公共施設を利用し､又は支えている多くの市民と行政が問題意識を共有し、将来のあるべき姿について幅広

い議論を進めるために、公共施設に関する情報や評価結果を積極的に開示するよう努めるものとします。 

また、市民からの様々な意見を収集する窓口やそれを整理して公共施設等マネジメントに生かす仕組みに

ついても積極的に採用することとします。 
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  ↔≤─ ⌐ ∆╢ ⌂  

 

- ┴ ЏВ ∕ֻ  
- - ∕ֻ Ḩ  

 

第２章において、統合や廃止の推進方針を示しました。その中において、多角的な視点により、施設の評価

を行い、判定することとしています。また、施設の統廃合に伴い、公共サービス水準が低下するおそれがある

ため、施設の統廃合の検討に当たっては、公共サービスの低下がどのように影響するのか検討することとし

ています。そこで、本項では、現段階で収集できた資料を用いて、建物の統廃合の可能性について検討するこ

ととします。なお、判定及びシミュレーションについては、本計画策定時点（平成 28年 3月）を基準とし

て、以下説明します。 

Ѩὑ  

 Ѩὑ 

施設の統廃合についての１次判定として、①住民利用度と②内部価値の２つの軸において判定を行います。 

①住民利用度は、「有効活用されている」「低利用施設」「未利用施設」の３段階で判定することとし、各施

設の利用者数に基づき判定する。利用者数がわからない施設については、施設の位置付けに応じて想定して

判定することとします。 

②内部価値は、施設の行政的役割を踏まえ、「義務的な施設、防災拠点等」「準義務的な施設、防災拠点等」

「サービス目的、民間・代替施設」の３段階で判定します。福利厚生施設や公営住宅などの民間でサービス提

供できる可能性の高い施設

は、公共施設としての内部価

値が低いと判定し、本庁舎や

支所、消防施設、学校等の代

替可能性が低く公共性の高

い施設については、公共施設

としての内部価値が高いと

判定します。 

①住民利用度と②内部価

値の２つの評価をクロスさ

せ、「廃止」「統合又は廃止」

「統合」「保持又は統合」「保

持」の５つの分類で判定しま

す。 

  

▼１次判定のイメージ 
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↓  

１次判定において５つに分類した後、施設の老朽度による判定を行います。施設の老朽度を建設後 0年～

20年を老朽度低、21年～40年を老朽度中、41年以上を老朽度高とします。老朽度が低い施設については、

施設自体が比較的新しいため、将来の統廃合の際の核施設として利用すること等を考慮し、判定を「保持」に

修正します。 

 

- - ∕ֻ  

Ћ ᾍ  

Ѩὑ ѹ  

全施設を対象として、判定を行った結果を下表に示します。判定の結果、「廃止」「統合又は廃止」となった

施設の床面積の割合は12.5％となりました。さらに、「統合」の割合が11.8％であり、「統合」「保持又は統

合」と判定された施設のうち約半数を統廃合により床面積を削減することができたと仮定しても、約26％と

なり目標を達成することが難しいと考えられます。 

 

▼判定結果 

最終判定 建物総延床面積（㎡） 施設数 延床面積の割合 

廃止 13,586 25 5.4% 

統合又は廃止 17,870 70 7.1% 

統合 29,601 53 11.8% 

保持又は統合 39,478 80 15.8% 

保持 149,698 95 59.8% 

総計 249,982 323  

 

ЏВ Ẁӓ  

上記の判定結果を GIS（地理情報システム）上に入力し、公共サービスの変化をそれぞれの施設の誘致圏

の変化によって示します。各施設の誘致圏を 500ｍであると仮定し、シミュレーションを行います。シミュ

レーションの結果、現況の公共サービス面積の7,580haから統廃合後の公共サービス面積は6,438haとな

り、減少率は15％となりました。また、次頁に示すシミュレーション結果の地図を見ると、赤色の統廃合前

の公共サービス範囲と青色の統廃合後の公共サービス範囲を比較すると、統廃合後においても市内の主要箇

所を概ねカバーしており、行政サービスが大きく低下することはないと考えられます。 

 

▼行政サービス面積のシミュレーション結果 
 

公共サービス面積（ha） 減少率 

統廃合前 7,580 

 

統廃合後 6,438 15% 
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▼行政サービス範囲のシミュレーション結果 
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Џ ̝ ᾍ  

ᾍ  

次に公共建築物のうち、公民館や集会所等の住民が利用する施設についてシミュレーションを行いました。

これらの施設は、公民館や集会所、老人集会所など同様の用途であるが、設置目的が異なるなどの理由で施

設の近くに多く配置されているような状況が散見されます。下図を見ると、水色の部分は誘致圏（500ｍ）が

重複している箇所であり、施設が密集していることが分かります。また、公民館や集会場等は、市民が直接的

に利用する施設であり、これらの施設を削減した場合、市民に直接影響することが想定されます。以上の理

由より、公民館・集会所等を対象として、シミュレーションを行います。 

▼中心部の配置例 

 

▼郊外部の配置例 
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公民館等施設の判定結果を下表に示します。判定の結果、「廃止」「統合又は廃止」となった施設の床面積の

割合は34.0％となりました。また、「統合」の割合が4.2％であり、「統合」「保持又は統合」と判定された施

設のうち約半数を統廃合により床面積を削減することができたと仮定すると、約61％の床面積を削減するこ

とができます。 

▼判定結果 

最終判定 建物総延床面積（㎡） 施設数 延床面積の割合 

廃止 3,885 16 14.5% 

統合又は廃止 5,198 28 19.5% 

統合 1,131 3 4.2% 

保持又は統合 13,354 17 50.0% 

保持 3,156 8 11.8% 

総計 26,724 72  

 

ЏВ Ẁӓ  

上記の判定結果をGIS上に入力し、公共サービスの変化をそれぞれの施設の誘致圏の変化によって示しま

す。各施設の誘致圏を 500ｍであると仮定し、シミュレーションを行います。シミュレーションの結果、現

況の公共サービス面積の3,850haから統廃合後の公共サービス面積は1,361haとなり、減少率は65％とな

りました。次頁に示すシミュレーション結果の地図を見ると、赤色の統廃合前の公共サービス範囲と青色の

統廃合後の公共サービス範囲を比較すると、統廃合後はカバーしている範囲が狭く、特に人口の多い中心部

において不都合が生じる可能性があります。今後の少子高齢化・人口減少社会に対応するため、市の中心部

に都市機能を集約するコンパクトシティの考え方によるまちづくりが求められており、本市においてもコン

パクトシティの推進が必要であります。 

そこで、公民館等の施設を統廃合により機能拡大し、誘致圏を1000ｍに広げた場合を想定します。機能拡

大し誘致圏を1000mにすると、人口が多い地区を概ねカバーすることができます。 

▼行政サービス面積のシミュレーション結果 
 

公共サービス面積（ha） 減少率 

統廃合前 3,850  

統廃合後 

（誘致圏500ｍ） 
1,361 65% 

統廃合後 

（誘致圏1000ｍ） 
4,463 116% 
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▼行政サービス範囲のシミュレーション結果（誘致圏500ｍの場合） 
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▼行政サービス範囲のシミュレーション結果（誘致圏1000ｍの場合） 
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学校教育系施設の管理に関する基本方針を数量、品質、コストに分けて以下に示します。 

基本方針 内 容 

数量に関する 

基本方針 

 ̧ 学校教育系施設は統廃合が進んでおり、数量については現状を維持します。 

 ̧ 旧校舎については、周辺施設との関係を踏まえ、廃止又は統廃合時の核施

設とします。 

品質に関する 

基本方針 

 ̧ 子どもが日常的に使用する施設であるので、定期的な点検を行い、予防保

全型管理により施設の安全性を確保します。 

コストに関する 

基本方針 

 ̧ 光熱水費の削減のため、省エネルギー化を図ります。 

▼学校教育系施設の分布図 
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市民文化系施設の管理に関する基本方針を数量、品質、コストに分けて以下に示します。 

基本方針 内 容 

数量に関する 

基本方針 

 ̧ 集会施設については、周辺の同様の機能の建物や集会機能を兼ねることが

できる建物等を活用しつつ、統廃合により数量を削減します。 

品質に関する 

基本方針 

 ̧ 統廃合後、存続した施設については、長寿命化を図ります。 

 ̧ 利用性を高めるために机や椅子などの必要設備を配置します。 

コストに関する 

基本方針 

 ̧ 維持管理を町内会へ依頼するなど、維持管理コストの低減を図ります。 

 ̧ 省エネ機器への改修によりランニングコストの低減を図ります。 

▼市民文化系施設の分布図 
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社会教育系施設の管理に関する基本方針を数量、品質、コストに分けて以下に示します。 

基本方針 内 容 

数量に関する 

基本方針 

 ̧ 社会教育系施設は、機能を代替することが困難なため現状を維持します。 

品質に関する 

基本方針 

 ̧ 施設の長寿命化を図ります。 

 ̧ 利便性を高めるために設備の更新等を図るが、更新に当たっては LCC（ラ

イフサイクルコスト）の縮減の観点から省エネ機器への転換を図ります。 

コストに関する 

基本方針 

 ̧ 維持管理の適正化を図り、経費の削減を図ります。 

 ̧ 省エネ機器への改修によりランニングコストの低減を図ります。 

▼社会教育系施設の分布図 
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スポーツ・レクリエーション系施設の管理に関する基本方針を数量、品質、コストに分けて以下に示します。 

基本方針 内 容 

数量に関する 

基本方針 

 ̧ スポーツ施設については、総合体育館を有効活用することとし、多目的広

場等については、廃止も見据えて検討します。 

 ̧ レクリエーション施設については、民間施設の活用や民間との協働の可能

性を検討し、数量の縮減を図ります。 

品質に関する 

基本方針 

 ̧ 統廃合し、存続する施設については、長寿命化を図ります。 

コストに関する 

基本方針 

 ̧ 維持管理の適正化を図り、経費の削減を図ります。 

 ̧ 維持管理は、指定管理者など民間との協働によりコストの低減を図ります。 

 ̧ 省エネ機器への改修によりランニングコストの低減を図ります。 

▼スポーツ・レクリエーション系施設の分布図 
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産業系施設の管理に関する基本方針を数量、品質、コストに分けて以下に示します。 

基本方針 内 容 

数量に関する 

基本方針 

 ̧ 集落地等の郊外部に多くの建物が位置しており、将来的なコンパクトシテ

ィの形成を踏まえ、人口減少の著しい地区の施設から統廃合を検討します。 

品質に関する 

基本方針 

 ̧ 統廃合し、存続する施設については、長寿命化を図ります。 

コストに関する 

基本方針 

 ̧ 維持管理については、指定管理者など民間との協働によりコストの低減を

図ります。 

 ̧ 省エネ機器への改修によりランニングコストの低減を図ります。 

▼産業系施設の分布図 
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子育て支援施設の管理に関する基本方針を数量、品質、コストに分けて以下に示します。 

基本方針 内 容 

数量に関する 

基本方針 

 ̧ 統廃合が進んでおり、旧園舎等については解体するなど数量の削減に努め

ます。 

品質に関する 

基本方針 

 ̧ 子どもが日常的に使用する施設であるので、定期的な点検を行い、予防保

全型管理により施設の安全性を確保します。 

コストに関する 

基本方針 

 ̧ 光熱水費の縮減のため、省エネルギー化を図ります。 

▼子育て支援施設の分布図 
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保健・福祉施設の管理に関する基本方針を数量、品質、コストに分けて以下に示します。 

基本方針 内 容 

数量に関する 

基本方針 

 ̧ 高齢福祉施設については、公民館や集会所等の機能と重複することから、

周囲の施設とのバランスをとりながら、数量の縮減を図ります。 

品質に関する 

基本方針 

 ̧ 定期的な点検を行い、予防保全型管理により施設の安全性を確保します。 

コストに関する 

基本方針 

 ̧ 光熱水費の縮減のため、省エネルギー化を図ります。 

▼保健・福祉施設の分布図 
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医療施設の管理に関する基本方針を数量、品質、コストに分けて以下に示します。 

基本方針 内 容 

数量に関する 

基本方針 

 ̧ 医療施設という位置付け上重要な施設であるので現状を維持します。 

品質に関する 

基本方針 

 ̧ 様々な世代が利用する重要な施設であるので、定期的な点検を行い、予防

保全型管理により施設の安全性を確保します。 

コストに関する 

基本方針 

 ̧ 光熱水費の縮減のため、省エネルギー化を図ります。 

▼医療施設の分布図 
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行政系施設の管理に関する基本方針を数量、品質、コストに分けて以下に示します。 

基本方針 内 容 

数量に関する 

基本方針 

 ̧ 庁舎等については行政サービスの拠点施設であるため、現状を維持します。 

 ̧ 消防関係施設は基本的に現状を維持することとしますが、将来的に集落が

縮小などした場合は廃止することとします。 

品質に関する 

基本方針 

 ̧ 施設の長寿命化を最優先とします。 

 ̧ 庁舎等は市民が日常的に使用する施設であるので、定期的な点検を行い、

予防保全型管理により施設の安全性を確保します。 

コストに関する 

基本方針 

 ̧ 光熱水費の縮減のため、省エネルギー化を図ります。 

▼行政系施設の分布図 
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公営住宅の管理に関する基本方針を数量、品質、コストに分けて以下に示します。 

基本方針 内 容 

数量に関する 

基本方針 

 ̧ 比較的新しい住宅以外については、統廃合を検討します。 

 ̧ 統廃合に当たっては、別途公営住宅等長寿命化計画を検討し、計画に基づ

き適切に実施する必要があります。 

 ̧ 現在の住民への影響も大きいことから、住民との意見交換を行いながら慎

重に統廃合を進める必要があります。 

品質に関する 

基本方針 

 ̧ 別途公営住宅等長寿命化計画を検討し、計画に基づき長寿命化や改修を実

施し、生活利便性の向上を図ります。 

コストに関する 

基本方針 

 ̧ 別途公営住宅等長寿命化計画を検討し、LCC（ライフサイクルコスト）の縮

減について検証しながら、コストの縮減を図ります。 

▼公営住宅の分布図 
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公園施設の管理に関する基本方針を数量、品質、コストに分けて以下に示す。 

基本方針 内 容 

数量に関する 

基本方針 

 ̧ 老朽化が進行し利用者の少ない公園等の施設については、数量の削減を検

討します。 

品質に関する 

基本方針 

 ̧ 利用者の利便性や防犯を考慮しつつ、バリアフリー化や施設の更新を図り

ます。 

コストに関する 

基本方針 

 ̧ LCC(ライフサイクルコスト)の縮減を踏まえ、予防保全型管理により、長期

的なコストの縮減を図ります。 

▼公園施設の分布図 
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供給処理施設の管理に関する基本方針を数量、品質、コストに分けて以下に示す。 

基本方針 内 容 

数量に関する 

基本方針 

 ̧ 供給処理施設は都市のインフラとして、必要不可欠であるため、原則とし

て現状維持とします。 

 ̧ 今後は、近隣市町村との調整を図り、共同で施設の建替えを行うなど、府

中市だけでなく、広域的な観点から施設の縮減を目指します。 

品質に関する 

基本方針 

 ̧ 施設の長寿命化を最優先とします。 

コストに関する 

基本方針 

 ̧ 維持管理の適正化を図り、経費の削減を図ります。 

 ̧ 維持管理は、指定管理者など民間との協働によりコストの低減を図ります。 

 ̧ 省エネ機器への改修によりランニングコストの低減を図ります。 

▼供給処理施設の分布図 
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その他施設の管理に関する基本方針を数量、品質、コストに分けて以下に示します。 

基本方針 内 容 

数量に関する 

基本方針 

 ̧ 駅舎や斎場など、公共施設として必要不可欠なため、原則として現状を維

持します。 

品質に関する 

基本方針 

 ̧ 施設の長寿命化を最優先とします。 

コストに関する 

基本方針 

 ̧ 維持管理の適正化を図り、経費の削減を図ります。 

 ̧ 維持管理については、指定管理者など民間との協働によりコストの低減を

図ります。 

 ̧ 省エネ機器への改修によりランニングコストの低減を図ります。 

▼その他の分布図 
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 ̧ 将来の都市のあり方を踏まえ道路網の再構築を行います。 

 ̧ 長寿命化計画等の施設の維持・更新に関する計画を策定し、計画的な施設の管理を行います。 

 ̧ バリアフリー化や自転車利用等の新たな社会的要請に対応した施設の更新を行います。 

 

 

 

 ̧ 既に計画策定している長寿命化計画に基づき、計画的な施設の管理を行います。 

 

 

ʣʤ  

 ̧ 上水道施設については、令和 4年 11月に、広島県水道広域連合企業団が設立されており、令和５年

４月からは水道事業が企業団に統合されます。 

 ̧ 下水道について、長寿命化計画等の施設の維持・更新に関する計画を策定し、計画的な施設の管理を

行います。 

 ̧ 下水道施設の更新等を計画的に進めます。 

 

 

- - ѹ  

土木系公共施設（インフラ施設）については、建物のように統廃合を進めることはできず、数量の削減目標

を定めることは難しいと考えられます。しかし、将来的な維持更新コストの縮減を図らなければ、財政との

バランスが崩れることとなるため、各種長寿命化計画に基づき LCC（ライフサイクルコスト）の縮減を目指

すこととします。 

そこで、各種長寿命化計画に基づき LCC（ライフサイクルコスト）の縮減を図り、現在試算している維持

更新費の8割程度に削減することを目指します。 

 

 

 

 


